
工　事　名　：　名護第一学校給食センター厨房設備工事

１　共同企業体について
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（6） 　共同企業体結成後の辞退届提出期限については、入札執行前までに提出とします。
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○提出期間：令和5年11月14日（火）～令和5年11月27日（月）　正午12時まで

表1.対象業者
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㈲北部空調設備 特定 895

㈲三興建設工業 一般 872

　今年度（令和5年4月1日から令和5年12月6日の入札日までの間）に本市発注の管工事（予定価格1,000万円以上のも
の）を受注した者でないこと。また、前年度繰越により継続して本市発注の管工事を施工中ではないこと。かつ、令和5年
11月13日時点で落札制限を受けていないこと。

㈲マル井建設 一般 839

㈲新川建設 特定 830

㈲ダイキ産業 一般 816

㈱山城重機 一般 788

㈱新光産業 一般 734

㈱秀KEN 特定 919

㈲友屋工業 特定 917

㈱名護電水センター 特定 938

㈲末吉電水工業 特定 939

㈲平良設備工業 特定 977

№ 会社名
建設業
許可

総合
評点

　共同企業体資格審査申請書、協定書及び委任状（事前提出用）、公募型指名競争入札参加
申請書（各構成員毎に提出）を次に掲げる日までに提出して下さい。

　本工事は、名護市における管工事（Ａ級）より、2社の任意の組み合わせによる共同企業体を結
成することによって入札の参加を認める。

入　札　の　条　件

　構成員の最小出資比率は、30％以上とする。

　代表者から、建築業法に基づく現場代理人、監理技術者となり得る国家資格取得者（１級管工
事施工管理技士、技術士）を配置し、構成員から主任技術者となり得る国家資格取得者（1,2級
管工事施工管理技士、給水装置主任技術者、職業能力開発促進法に基づく技能検定技術者、
建築設備士、1級計装士）を1人配置することとする。
　（配置技術者については、3カ月以上の直接雇用関係にあること。）

　共同企業体は、甲型（共同施行方式）とし、代表者の出資比率は構成員のうち最大の出資比
率（５１％以上）とする。

　共同企業体の代表者は、特定建設業の許可を有する名護市における管工事（A級）登載業者
で総合評点が890点以上とする。
　ただし、上記の代表者としての条件を満たす者同士の組合せとなる場合においては、名護市
における総合評点の高い方を代表とする。


